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ＮＨＫ裁判を本気で戦い抜こう  

      

  ２０１８年１０月１日  

                    弁護士  佐藤真理  

 

１  今後の裁判進行予定     ＜イメージ案＞  

    １０月１日に実質的当事者訴訟の追加  

    １０月中に実質的当事者訴訟の追加の準備書面を提出  

    １１月２９日午前１１時   第１１口頭弁論  

    １月下旬～２月下旬     第１２回口頭弁論  

   ４月頃  第１３回口頭弁論  証人・原告本人の申請  

     

  ２０１９年秋に証人・本人尋問  

  ２０２０年春に結審    ２０２０年秋に判決  

 

 ２  立証計画について  

（１）損害立証    原告代表ら      

（２）理論部分  

（３）証人の確定に向けて  

   

３  ＮＨＫ期待権事件判決  

  ＥＴＶ２００１  問われる戦時性暴力  

     「戦争をどう裁くか」３回シリーズの第２回   

       岩波新書   ＮＨＫ新版  松田浩  １１９頁以下  

    １２月２７日  スタジオ終了  

  １月  教養番組部長のクレーム  

    １月２６日  番組制作局長、放送総局長、野島総合企画室担

当 局 長 の 同 席 の 試 写  女 性 法 廷 を 批 判 す る 立 場
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の識者コメントを加えよ  

     １ 月 ２ ９ 日  放 送 総 局 長 ら が 安 倍 部 官 房 副 長 官 を 訪 れ 、 番  

       組の事前説明を行う。  

                安倍  慰安婦問題につき、持論を披瀝の上、「番  

       組は公正中立に」と要望  

                国会担当の野島の指示で４項目の削除  

         （１２１頁）  

     １ 月 ３ ０ 日 当 日 の 夕 方  放 送 総 局 長 が ハ イ ラ イ ト ３ 分 の 削  

       除を指示（海老沢会長の指示）  

 

４  市民的公共放送への道  

  ＥＴＶ番組改変事件は、日本社会が戦後半世紀以上経った今  

日なお、「従軍慰安婦」問題や過去の侵略戦争の責任に向き合  え

ないのはなぜか、また、メディアはなぜ、そうした加害の歴  史

に沈黙するのかを深く考えさせる貴重な契機ともなった。  

  従軍慰安婦問題と正面から向き合おうとしたＥＴＶ「問われ  

る戦時性暴力」の番組改変は、決して過去の事件ではなく、日  本

の未来につながる事件だったのである。    

 

「ＮＨＫ改革」のポイント  

（１）独立通信・放送行政制度の確立  

（２）会長や経営委員の選任システムの改革  

（３）「説明責任」「公開」「参加」の徹底  

（４）従業員の内部的自由の確立  

（５）日放労や放送の担い手（ジャーナリスト、制作者）と視聴

者との間の連帯関係を強めることの重要性  

（６）視聴者運動  
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  ＮＨＫを変えていけるのは、視聴者・市民とＮＨＫを現実に

担っているＮＨＫ職員たち（ジャーナリスト、制作者を含む）

の連帯の力以外にない。  

  日本の公共放送を守る運動であり、権力や市場原理の支配か

ら ジ ャ ー ナ リ ズ ム と 文 化 を 擁 護 し 、 視 聴 者 の な か に 市 民 を 育

て 、 市 民 社 会 の た め の 豊 か な 公 共 圏 を 実 現 す る 運 動 な の で あ

る。日本の民主主義の現在と未来がかかっている。  

  ＮＨＫがいま抱えている問題は、視聴者・国民自身が議論に

参 加 し 、 自 ら “ 放 送 の 主 権 者 ” と し て Ｎ Ｈ Ｋ 改 革 に 参 画 し な

い限り、解決できない性格の問題なのである。  

  いま私たちは、受信料を徴収されるだけの受け身の存在では

な い 。 自 立 し た 視 聴 者 ・ 市 民 と し て 、 ま た 放 送 に お け る 「 国

民 主 義 」 の 担 い 手 と し て 、 Ｎ Ｈ Ｋ で 働 く 放 送 の 担 い 手 た ち と

力 を 合 わ せ て 、 Ｎ Ｈ Ｋ を つ く り 直 し 、 あ る べ き 市 民 的 公 共 放

送を実現していく責任がある。  

以上  


